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新たな総合計画の策定に向けて検討する現状・課題と重点検討テーマ

この資料は、策定方針の第 2 章の政策体系に掲げた重点検討テーマを検討

していく上での現状と課題の主なものをできる限りわかりやすくまとめた

ものです。 

内容については、今後、精査・充実し、ホームページへの掲載や、有識者会

議・市民検討会議での検討、出前説明会での活用などを通じて、全国的な動

向や本市の現状と課題を市民の皆様と共有しながら、より良い計画を策定し

ていきたいと考えています。
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1 生命を守り生き生きと暮らすことができるまちづくり

〔現状・課題(主なもの)〕 

〔図表2－1－1〕 

日本周辺は、世界的に見ても地震が非常に多い地域であり、記憶に新しい東

日本大震災は、東北地方を中心として大きな被害をもたらしました。首都圏に

おいても、マグニチュード７クラスの地震、いわゆる「首都直下地震」が今後

30年間に70％程度の確率で発生が見込まれています。 

また、近年、短時間で局地的に強い雨が降る、いわゆる「ゲリラ豪雨」をは

じめ、非常に激しい雨が降る回数が全国的に増加傾向にあるなど、頻発が懸念

される自然災害に対して、的確に対応していく必要があります。 
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〔図表2－1－2〕 
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日本の総人口は、今後急激に減少することが予測されており、あわせて年少

人口及び生産年齢人口の大幅な減少と老齢人口の大幅な増加が見込まれてい

ます。 

本市においても、平成42(2030)年まで人口増加が続くものの、年少人口(0

～14 歳)のピークは平成 27(2015)年、生産年齢人口(15～64 歳)のピーク

は平成 37(2025)年と推計されており、国同様に急激な人口減少や少子高齢

化のさらなる進展が見込まれています。 

こうした状況の中、平均寿命の伸長に伴う介護が必要な高齢者の増加やひと

り暮らし高齢者、高齢者夫婦のみの世帯が増加することなどから、健康寿命を

延伸し、誰もが住み慣れた地域で安心して元気に暮らし続けることができるよ

うな自助・互助・共助・公助のしくみづくりが求められています。 

●「自助」～自らの負担

（「自分のことを自分でする」ことに加え、自費でサービスを購入すること）

●「互助」～地域の住民等が相互に支え合うこと

（費用負担が制度的に裏づけされていない自発的なもの）

●「共助」～介護保険などリスクを共有する仲間（被保険者）の負担

（制度的に確立されている社会保険）

●「公助」～税による公の負担

※出典：「持続可能な介護保険制度及び地域包括ケアシステムのあり方に関する調査

研究事業報告書」（地域包括ケア研究会）より
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〔図表2－1－3〕 

〔図表2－1－４〕
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〔図表2－1－5〕

〔図表2－1－6〕
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〔図表2－1－7〕

〔図表2－1－８〕
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〔重点検討テーマ〕 

(1) 災害から生命を守る
災害から市民の生命や財産を守り、安心して暮らすことができる、災害に

強いしなやかなまちづくりを推進するため、発生した場合に影響が最も大き

い地震を想定した被害想定調査の結果をもとに減災目標を設定するなど、市

民の生命・財産を守るため、防災・減災対策の強化に取り組みます。

また、災害対策における行政の取組には限界があることから、地域や企業

などの取組を支援するとともに、各主体の連携をより一層強化し、地域防災

力の強化を図ります。

(2) 身近な地域で支え合うしくみの構築
今後、急速に高齢者が増加する中、平均寿命の伸長に伴い介護が必要な高

齢者も増えることから、高齢者が健康寿命を延ばし元気で暮らし続けられる

取組を推進します。

また、増加するひとり暮らしや高齢者夫婦、障害者などが可能な限り、住

み慣れた地域で生活し続けられるような、包括的な支援・サービス提供体制

の構築を進めます。
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2 子どもを安心して育てることのできるふるさとづくり

〔現状・課題(主なもの)〕 

〔図表2－2－1〕

我が国では、少子化の進行により合計特殊出生率（1.41）が低水準で推移す

るとともに、子どもの数が減少しており、生産年齢人口が減少傾向にあります。 

本市では、出生数が 1 万 4,000 人台で推移しており、就学前児童数は微増

傾向にあるものの、合計特殊出生率（1.36）は国を下回る低い水準にあり、

少子化が進行している傾向にあります。 

少子化の要因としては、核家族や共働き世帯の増加に伴う子育てに関する経

済的・心理的負担などが挙げられています。 

こうした状況の中、多様な子育てニーズへの適切な対応を図るとともに、女

性の労働力率が、結婚・出産を機に仕事を一時辞めることによるいわゆる「M

字カーブ」を描いていることから、就労と子育てが両立できる社会の実現に向

けた総合的な子育て環境の整備が求められています。 
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〔図表2－2－2〕

〔図表2－2－3〕 
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〔図表2－2－４〕
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〔図表2－2－5〕

「全国学力・学習状況調査」において、本市の子どもの平均正答率は、全国・

神奈川県を上回っています。 

一方で、「自分にはよいところがあると思う」や、「将来の夢や目標を持って

いる」と回答した子どもの割合は、全国平均を下回っています。 

また、学校の授業が「わかる」と感じている子どもの割合も小学校で47．9％

(社会)～67．1％(理科)、中学校で24．9％(理科)～32．0％(国語)にとどま

っており、学習内容が難しくなるにつれて、授業の理解度が下がることが見て

取れます。 

このような状況を踏まえて、子どもが将来、夢や希望を抱いて生きがいのあ

る人生を送ることができるよう、子どもの自尊意識や規範意識、学ぶ意欲、人

と関わる力などを高めることが求められています。 
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〔図表2－2－6〕

〔図表2－2－7〕
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〔重点検討テーマ〕 

(1) 子育て環境の整備
少子化が進行する中、子育ての不安を解消し、安心して子どもを産み、育

てられる地域社会の構築が求められています。

   また、女性の就業率の上昇から、核家族の共働き世帯も増えており、多

様な子育てニーズに適切な対応を図るとともに、結婚から出産・育児まで

のライフステージに応じた子ども・子育て環境の整備を進めます。

(2) 未来を担う人材の育成
変化の激しい社会の中で、誰もが多様な個性、能力を伸ばし、充実した人

生を主体的に切り拓いていくことができるよう、社会的自立に必要な能力・

態度を養うとともに、個人や社会の多様性を尊重し、それぞれの強みを生か

し、ともに支え、高め合える社会をめざし、共生・協働の精神を育みます。

こうした取組により、夢や希望を抱いて生きがいのある人生を送るための

礎を築きます。
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3 市民生活を豊かにする環境づくり

〔現状・課題(主なもの)〕 

〔図表2－3－1〕

ＩＰＣＣは地球温暖化については、疑う余地のない事実としており、気温の

上昇に伴い、氷床や氷河の減少、海面水位の上昇などを指摘しています。

今後最も厳しい対応を進めたとしても、数十年にわたり気候変動の影響を受

けるため、これまで進めてきた温室効果ガスの排出削減などの「緩和策」に加

えて、気候変動への「適応策」の検討が求められています。

また、都市化が進む本市においては、多摩川や多摩丘陵、生田緑地・等々力

緑地・富士見公園などが、身近な公園とともに貴重な市民の憩いの場となって

います。

このような状況を踏まえて、資源やエネルギーが循環し、水・みどり・農が

身近に感じられるまちづくりが求められています。
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〔図表2－3－2〕

〔図表2－3－3〕
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〔図表2－3－4〕

〔図表2－3－5〕



18

〔図表2－3－6〕

〔図表2－3－7〕 
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〔図表2－3－8〕 

〔重点検討テーマ〕 

(1) 地球温暖化対策の推進と循環型のしくみの構築
持続可能な社会の形成に向けて、市民・事業者・行政の協働による地球環

境配慮の取組をより一層推進するとともに、気候変動への適応に向けた検討

を進め、地域レベルから地球温暖化対策に取り組みます。

また、廃棄物の発生・排出抑制やリサイクルの推進などにより、循環型の

しくみづくりを進めます。

(2) 緑豊かな環境づくり
良好な自然環境を次世代に継承していくため、多摩丘陵などの貴重な緑の

保全と育成に取り組みます。また、憩いとうるおいの場をつくりだすため、

公園緑地の整備や水と親しむ空間づくりを進めるとともに、協働の取組によ

る身近な緑の創出・育成を推進します。
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4 活力と魅力あふれる力強い都市づくり

〔現状・課題(主なもの)〕 

〔図表2－４－1〕

国内総生産や神奈川県の県内総生産が10年前と比較してマイナスとなる中、

市内総生産は10年前と比べて5％高い水準を維持しています。また、本市の

基幹産業である製造業では製造品出荷額等は大都市中第２位（１人当たりの額

では第１位）であり、高度な産業集積を実現していますが、一方、事業所数と

従業者数はそれぞれ減少傾向を示しています。 

産業集積の維持・強化を図るとともに、人口減少・超高齢社会の中でも成長

が見込める医療・福祉・環境等の産業を育成するなど、市内産業の振興に力を

入れて取り組むことが求められています。 
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〔図表2－４－2〕

〔図表2－４－3〕
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〔図表2－４－４〕

〔図表2－４－5〕



23

本市では、近隣都市拠点との適切な連携の下で、それぞれの広域拠点が有す

る地域特性を活かし、魅力にあふれ市域内外から多くの人が集まる拠点整備を

推進する『広域調和型まちづくり』と、地域生活拠点を中心に誰もが安全で安

心して暮らせる身近なまちづくりを推進する『地域連携型まちづくり』をバラ

ンスよく進める『広域調和・地域連携型』都市構造の構築に向けた取組を進め

てきました。

このような取組を進める中で、広域拠点は大きな変貌を見せており、川崎駅

周辺では、商業・業務・ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ等の魅力にあふれた都市機能に加え、駅前

広場の再編整備等による交通機能のさらなる充実により、本市の玄関口にふさ

わしいまちづくりが進んでいます。

武蔵小杉駅周辺では、市の投資額を抑えながら民間活力を活かした取組を計

画的に進めることで、商業・業務・都市型住宅に加え、公共・公益施設の再編

整備による都市機能の集約と横須賀線新駅や駅前広場等の都市基盤整備によ

り、新たな広域拠点としてのまちづくりが進んでいます。

新百合ヶ丘駅周辺では、昭和音楽大学・日本映画大学等の進出とともに、ア

ルテリッカしんゆり等のイベントが根付くなど、文化・芸術を特徴とする個性

ある広域拠点としてのまちづくりが進んでいます。

今後も魅力と活力にあふれた持続可能な都市の実現に向け、拠点機能のさら

なる充実を図るとともに、超高齢社会を見据えた誰もが安全・安心に暮らせる

まちづくりが求められています。
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〔図表2－４－6〕

〔図表2－４－7〕
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〔図表2－４－８〕

本市の人の移動は、周辺都市と比較して自動車利用割合が低く、鉄道やバス

などの公共交通の利用割合が高い傾向にあり、あわせて高齢になるほど、路線

バス等を利用する割合が高まることから、路線バス等の身近な交通の利便性向

上が必要であると考えられます。 

また、東京都に隣接する本市の立地特性から、将来交通量推計では、概ね現

状程度の交通量が継続することが想定されています。しかし、現状は、混雑率

が 180％を超える鉄道路線や道路混雑度が高い地点が見受けられるなど、交

通混雑の改善が求められています。 

今後の人口減少・超高齢社会の進展を見据え、誰もが利用しやすく安全・安

心かつ円滑で持続可能な交通環境を効率的かつ効果的に整備することが求め

られています。 
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〔図表2－４－９〕

〔図表2－４－10〕
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〔図表2－４－11〕

本市は、文化・芸術やスポーツに関わる資源が集積し、多様な主体により内

実の伴った質の高い活動が展開されています。これらの活動は市民生活に豊か

さやうるおいをもたらすと同時に、まちの賑わいづくりや市民間の交流、さら

には「音楽のまち かわさき」が定着しつつある状況などから、市のイメージ

向上にも寄与していると考えられます。

しかし、個別の事業や施設等の認知度からは、ＰＲ不足や、それぞれの活動

が市民の身近になっていない現状も懸念されます。市民が自ら暮らすまちに愛

着や誇りが持てるよう、文化資源やスポーツ資源など川崎の魅力をさらに磨き

上げるとともに、社会環境の変化等も見据え、参加のすそ野を広げたり、誰も

が文化・芸術やスポーツに親しむことができる環境づくりが求められます。
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〔図表2－４－12〕

〔図表2－４－13〕
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〔重点検討テーマ〕 

(1) 川崎の発展を支える産業の振興
環境と産業が調和した持続可能な社会をめざし、首都圏における川崎の地

理的優位性や我が国を代表する先端技術産業の集積、数多くの研究開発機関

の立地などを活かして、活力ある産業の創出や臨海部の再生、さらには環境

や福祉をはじめとした新産業の創造・育成など、国際競争力の強化と国際社

会への貢献に向けた取組を推進します。

(2) 魅力ある都市拠点の整備と快適な地域交通環境づくり
地理的優位性や都市交通基盤を活かした「広域拠点の整備」と少子・高齢

化による社会的要請の高い「身近な地域のまちづくり」をバランスよく進め

る広域調和・地域連携型のまちづくりを推進します。

公共交通機関や既存インフラ等の蓄積されたストックを最大限に活用し

た効率的かつ重点的な交通施策等を推進し、誰もが利用しやすい交通環境づ

くりを推進します。

(3) 文化・芸術・スポーツを活かしたまちづくり
超高齢社会を迎える中で、豊かでうるおいのある市民生活や、活力のある

地域社会を実現していくため、地域の歴史や文化に根ざした川崎らしさとと

もに、川崎の新たな魅力として定着しつつある音楽、スポーツ、産業観光な

どの地域資源を活かした取組を進めます。

また、東京オリンピック・パラリンピックをはじめとする国際的なイベン

ト等の機会を捉えた川崎の魅力の市内外への発信、さらには、文化・芸術・

スポーツ等の分野における市民主体の活動の支援により、都市イメージの向

上と市民が愛着と誇りを持てるまちづくりをめざします。
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5 誰もが生きがいを持てる市民自治の地域づくり

〔現状・課題(主なもの)〕 

東日本大震災の発生等を契機に、地域コミュニティの重要性が広く再認識さ

れ、地域コミュニティに対する期待、役割が高まっています。従来から地域の

中心的な組織としてさまざまな活動を行ってきた町内会・自治会は、加入率が

減少傾向にあることや担い手の固定化や不足などによって、増大する期待や役

割に応えていくことが困難な状況が生じています。一方で、ＮＰＯ法人をはじ

めとする市民活動団体についてもすそ野は広がってきているものの、活動の場

や資金、人材不足などの課題を抱えています。

地域を支える人材の発掘や育成については、今後増加するシニア世代にいか

に地域活動に参画していただくかが重要であり、シニア世代が現役時代に蓄積

した豊富な知識、経験、能力を地域で発揮することが、多様化する地域課題へ

の解決や自身の生きがいにもつながると考えられます。

また、大学や企業なども協働のパートナーとしての存在感を増してきていま

す。個性豊かで活力に満ちた地域社会の創造に向けて、多様な主体がそれぞれ

の持ち味を活かしながら連携・協力しあい取組を進めていくことが求められて

います。
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〔図表2－5－1〕

〔図表2－5－2〕
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〔図表2－5－3〕

〔図表2－5－４〕
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〔図表2－5－5〕

市民自治の地域づくりを進めていく上で、情報共有は市民の暮らしの利便性

を高めるとともに参加と協働の前提となる重要なものです。

情報技術の急速な発展により情報伝達やコミュニケーションの手段が多様化

していますが、必要な人に必要な情報が届くよう、紙媒体やホームページなど

の従来の手法に加えて、ソーシャルメディアなどインターネットのさらなる活

用や、多様な主体が関係性を結び合い、情報共有できる対話の機会が求められ

ています。
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〔図表2－5－6〕

区役所はより地域に身近な総合行政機関として、多様な主体との協働を図り

ながら地域社会におけるさまざまな課題の解決を図ることが求められており、

その機能や組織体制などの整備を進めてきました。

今後も区役所のあり方についての検討を進め、少子化や超高齢化のほか道

路・公園等身近な施設の老朽化など地域社会を取り巻く状況の変化に的確に対

応できる区行政を進めることが求められています。
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〔重点検討テーマ〕 

(1) 参加と協働により市民自治を推進する
少子高齢化が進み、地域の課題も多様化・複雑化する中で、誰もがいきい

きと心豊かに暮らすことのできる地域社会の実現に向けて、幅広い世代やさ

まざまな立場の人々が共感し、支え合うまちづくりを進めます。 

また、地域コミュニティの中心的な存在である町内会・自治会の活性化を

図るとともに、市民・大学・企業など多様な主体間の連携・協働、シニア世

代をはじめとする地域人材の多様な能力の活用を進め、自治基本条例に基づ

く市民自治をさらに推進します。 

(2) 区における総合行政の推進
市民生活に密着した区役所が、身近な課題にスピーディに対応できるよう、

区の予算や組織及び住民自治の拡充など、中長期的な「区役所のあり方」に

ついて検討し、これからの社会経済環境の変化を見据えながら、区の特性を

活かした地域と一体となったまちづくりを推進します。 




